
単位：千円

事 業 名 補正予算額 説 明
(現計予算額)

【農政課】

しがゼロエミッショ △330,150 １ ゼロエミッション型農村支援事業費補助金 △ 3,000

ン型農村創生事業費 (331,450) 市町が実施するバイオマス利活用地区計画策定や実践的な取組

に対して助成する。

3,000 → 0

国 △326,400 市町における事業計画の見直しに伴う減額。

¬ △ 3,750 ２ ゼロエミッション型農村整備事業費補助金 △ 325,650

市町が実施するバイオマス利活用のモデル施設整備に対して助

成する。

325,650 → 0

市町における事業計画の見直しに伴う減額。

【環境こだわり農業課】

環境こだわり農業推 32,721 １ 世代をつなぐ農村まるごと保全向上営農活動支援交付金

進事業費 （193,575) 30,014

世代をつなぐ農村まるごと保全向上対策の共同活動実施地域に

国 16,507 おいて、当該活動組織内の農業者が市町との協定に基づき、環境

こだわり農業を実施する場合に、国・市町とともに一定の支援を

¬ 16,214 行う。

126,500 → 156,514

交付対象面積の増加による増額

計画6,000ha → 見込8,738ha

２ 環境農業直接支払交付金 △ 9,051

平成18年度までに知事と協定を締結した農業者のうち、「世代

をつなぐ農村まるごと保全向上対策」による支援の対象とならな

い場合に、経過措置として協定に基づく生産活動に対する助成を

行う。

46,500 → 37,449

世代をつなぐ農村まるごと保全向上対策への移行による交付

対象面積の減少による減額

計画1,700ha → 見込1,383ha



単位：千円

事 業 名 補正予算額 説 明
(現計予算額)

【農業経営課】

しがの米政策推進対 △ 16,391 集落ぐるみ産地育成対策費補助金 △ 16,028

策事業費 (262,801) 集落ぐるみの需給調整の取り組みを進める、とも補償のための

基金造成に対して助成する｡

○一 △ 16,391 230,000 → 213,972

事業対象面積の減少による減額

しがの担い手育成総 △ 12,160 １ 地域農業担い手育成総合支援事業費補助金 △ 4,566

合事業費 (97,809) 担い手育成総合支援協議会が行う、担い手の育成、農業法人の

経営改善等を図るための取組に要する経費を助成する。

国 △ 680 26,421 → 21,855

国の直接採択事業への振り替え等による減額

¬ △ 11,480

２ 実年就農による元気な農村づくり事業費補助金 △ 4,210

農村地域との協働により定年退職者等、実年者の就農を支援す

ることで、新たな就農者を確保し県内農産物の生産拡大を図ると

ともに集落営農の活性化を促す。

6,060 → 1,850

事業実施地区の減少等による減額

経営構造対策事業費 △105,612 経営構造対策事業費補助金 △ 99,854

(252,914) 効率的・安定的な経営体が地域農業の相当部分を占める農業構

造を確立するため、経営体の発展を目的とする生産・加工・流通

国 △102,495 情報等の施設を総合的に整備する。

231,008 → 131,154

○一 △ 3,117 事業実施地区の減少、入札差額の発生等による減額

産地競争力の強化対 8,105 産地競争力の強化対策事業費補助金 9,271

策費 (204,915) 消費者ニーズに即した特色ある農作物の生産振興を図るため、

品質向上への取り組みや低コスト化のための共同利用施設の整備

国 15,507 等に対し助成する。

202,970 → 212,241

○一 △ 7,402 原油高騰緊急対策事業の追加による増額



単位：千円

事 業 名 補正予算額 説 明
(現計予算額)

【畜産課】

食肉流通機構整備推 14,218 食肉流通機構整備推進事業 14,218

進費 (249,783) 消費者に安全で安心な食肉を安定的に供給するため、近代的で

衛生的な食肉処理施設の整備と食肉流通の合理化を推進する。

財 206 249,783 → 264,001

と畜解体業務習得事業に対する経費の追加。

諸 △ 175

¬ 14,187

家畜保健衛生所運営 2,935 家畜保健衛生所運営事業 2,935

費 (30,333) ＢＳＥ対策特別措置法に基づき、２４ヶ月齢以上の死亡牛の全頭

検査を実施する。

¬ 2,935 18,493 → 21,428

検査後の死亡牛の処理を焼却から県外化製場へ搬出する体制に

変更することに伴う備品の整備および施設改修を行う経費の追

加。

【水産課】

全国豊かな海づくり △ 17,364 大会実行委員会負担金 △ 17,000

大会開催費 (300,000) 大会実行委員会において、式典、放流、湖上歓迎およびふれあい

交流の各行事の開催に向けた企画と準備を進めるとともに、湖づく
うみ

りキャンペーン委員会の活動を支援する。

○一 △ 17,364 292,500 → 275,500

経費節減等による減額。



単位：千円

事 業 名 補正予算額 説 明
(現計予算額)

【耕地課・農村振興

課】

土地改良公共事業 △925,461 土地改良公共事業 △ 925,461

(9,890,348) 農業生産基盤、農村生活環境基盤の整備事業および農地、農業用

施設の災害を未然に防ぐ防災事業に関する国庫補助の割当内示の増

国 △426,062 減等および入札差額等に伴う補正。

分 △ 89,272 9,890,348→ 8,964,887

諸 △201,588 補助事業費 (超過負担含む) △ 923,821

9,809,548→ 8,885,727

起 △ 35,200

①県営かんがい排水事業費 △ 253,600

¬ △173,339 2,528,228→ 2,274,628

入札差額および超過負担減による事業費減。

②県営経営体育成基盤整備事業費 △ 145,418

2,344,800→ 2,199,382

国割当増および超過負担減による事業費減。

③県営農道整備事業費 △ 16,428

519,470→ 503,042

入札差額および超過負担減による事業費減。

④県営中山間地域総合整備事業費 △ 29,761

1,087,800→ 1,058,039

入札差額による事業費減。

⑤団体営土地改良事業費 △ 90,133

785,174→ 695,041

市町等での入札差額による事業費減。

⑥県営田園空間整備事業費 △ 18,288

382,110→ 363,822

入札差額による事業費減。

⑦団体営農村整備事業費 △ 175,745

803,207→ 627,462

市町での入札差額による事業費減および全体詳細設計変更

による事業量の減。

⑧県営溜池等整備事業費 △ 154,696

745,050→ 590,354

入札差額による事業費減および他事業施行による事業量の減。



単位：千円

事 業 名 補正予算額 説 明
(現計予算額)

農地集団化促進事業 △988,372 換地処分清算金 △ 988,372

費 (1,510,771) 土地改良法に基づき行う換地処分に伴う調整を、事業主体の県と

土地改良区および地権者で行い、各々の清算金を支払および徴収す

諸 △988,372 る。

1,510,000→ 521,628

換地処分地区の地元調整が遅れたため。

担い手農地集積事業 48,593 経営体育成基盤整備事業(促進費) 46,936

費 (129,052) 高度経営体等への農地の利用集積促進に向けた取り組みに対して

支援する。

国 △ 1,389 124,052→ 170,988

交付割合の高い要件レベルを達成した地区に対する助成額の増。

¬ 49,982

国営土地改良事業費 △497,451 国営土地改良事業費担金 △ 497,451

負担金 (2,941,158) 国営土地改良事業の施行に伴い、土地改良法に基づき、国に県及

び地元負担金を納付する。

分 365 2,941,158→ 2,443,707

国営かんがい排水事業新愛知川地区にかかる負担金の減。

起 △ 55,000

¬ △442,816

世代をつなぐ農村ま △ 27,895 世代をつなぐ農村まるごと保全向上活動支援事業費 △29,389

るごと保全事業費 (322,745) 農村の土地、水、伝統文化、環境の保全、そして人づくりに取り

組み良好な農村を次代につなぐため、田園の持つ豊かな自然環境や

国 2,988 その基盤となる農地・農業用水等を保全する地域ぐるみの共同活動

に対して支援する。

¬ △ 30,883 302,605→ 273,216

地域の共同活動取組面積の実績減に伴う減。


